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〈入院患者疾患別内訳〉
　国際疾患分類別、年齢別、性別、退院患者延数（令和５年度）

～４週
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～１年

１年
～３年

３年
～６年

６年
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12年～
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死　亡
患者数

計
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女

男

女
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女
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女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女
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女
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男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

第１章　診 療 各 科

Ⅰ 感染症および寄生虫症 計

Ⅱ 新生物

悪 性 計

良 性
性 質 不 詳

計

Ⅲ
血液および造血器の疾患ならび
に免疫機構の障害

計

Ⅳ 内分泌、栄養および代謝疾患 計

Ⅴ 精 神 お よ び 行 動 の 障 害 計

Ⅵ
神経系および感覚
器の疾患

挿 間 性 及 び
発 作 性 障 害

計

脳 性 麻 痺
神 経 疾 患

計

Ⅶ 眼 お よ び 付 属 器 の 疾 患 計

Ⅷ 耳 お よ び 乳 様 突 起 の 疾 患 計

Ⅸ 循環器系の疾患

脳 血 管 疾 患 計

不 整 脈
そ の 他

計

Ⅹ 呼吸器系の疾患

ｲ ﾝ ﾌ ﾙ ｴ ﾝ ｻ ﾞ
お よ び 肺 炎

計

気 管 支 炎
そ の 他

計

消化器系の疾患

ヘ ル ニ ア 計

イ レ ウ ス
そ の 他

計

ＸⅡ 皮 膚 お よ び 皮 下 組 織 の 疾 患 計

ⅩⅢ
筋骨格系および
結合組織の疾患

全 身 性 結 合
組 織 障 害

計

関 節 障 害
そ の 他

計

年 齢

計

疾 病 分

年 齢

計

疾 病 分
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～４週
４週
～１年

１年
～３年

３年
～６年

６年
～12年

12年～
平均在
院日数

死　亡
患者数

男

女

男

女

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

ⅩⅧ 男

女

ⅩⅨ 男

女

ⅩⅩⅠ 男

女

ⅩⅩⅡ 男

女

注１）病名は退院要約の主病名による。
注２）疾病分類はＩＣＤ大分類による。
注３）年齢は入院時のものとする。

注４）延べ退院患者数とは一致しない。

計

ⅩⅣ 腎 尿 路 生 殖 器 系 の 疾 患 計

ⅩⅤ
妊 娠 、 分 娩 お よ び 産 じ ょ く
〈 褥 〉

計

ⅩⅥ
周産期に発生

した病態

ＬＦＤ
ＳＦＤ
ＨＦＤ
早期産児
巨大児

そ の 他 計

男

ⅩⅦ
先天奇形、変形

および染色体異常

神 経 計

眼、耳、顔面
及び頚部

計

循 環 器 系 計

呼 吸 器 系 計

唇 裂
口 蓋 裂

計

消 化 器 系 計

性 器 計

尿 路 系 計

筋 ・ 骨 格 計

皮膚・その他
先 天 奇 形

計

染 色 体 計

症 状 、 徴 候 お よ び
異 常 臨 床 所 見

計

損 傷 、 中 毒 お よ び
他 の 外 因 の 影 響

計

健康状態に影響をおよぼす要因
お よ び 保 健 サ ー ビ ス の 利 用

計

特殊目的用コード（ － ）
（コロナウイルス感染症等）

計
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〈内科系診療部門〉
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総合周産期母子医療センター新生児科 

総括：2023 年度総入院数は 322 人で 2022 年度より 44 名減少した。国内出生数の急速な

減少に並行して減少したと考えられるが、超早産児の入院数には大きな変化がなく、埼玉県

内で出生した超早産児・重症児・先天性心疾患・外科系疾患時の多くが当センターに入院し

ていることがわかる。県内周産期新生児医療の集約化および地域周産期施設との機能分担お

よび連携ができている。在胎期間 27 週未満、出生体重 1000g 未満の超早産児の生存率は非

常に高く(生存率 95.6％)、重篤な合併症率は低く長期予後も良好で総合周産期母子医療セ

ンターとしてレベルの高い新生児医療提供ができている。 

入院内訳：2023 年度総入院数は 322 人(前年比-12.0％)でした。入院の内訳は、在胎週数

が未熟で出生体重の小さい超低出生体重児（出生体重 1000g 未満）が 45 人（前年度より+4

人）、極低出生体重児（出生体重 1000-1500g 未満）が 25 名（前年度より-12 人）、低出生体

重児(出生体重 1500-2500g 未満)が 95 名（前年度より-8 人）で、超・極低出生体重児は合

わせて総入院数の 21.7％（前年度より+0.4Pt）でした。在胎期間別内訳は 22-24 週：19 名、

25-27 週：17 名、28-30 週：24 名、31-33 週：25 名、34-36 週：56 名、37 週以上：181 名で

した。重症新生児仮死や遷延性肺高血圧症、胎便吸引症候群、重症新生児仮死、胎児診断さ

れていた先天性心疾患児、先天性外科疾患児などの出生体重 2500g 以上の児は 157 名で総入

院数の 48.8％でした。 

入院経路：さいたま赤十字病院産科からの入院は 184 件で総入院数の 57.1％であり、院

外からの新生児搬送入院は 141 件で、新生児ドクターカーによる院外新生児搬送件数は 31

件であった。分娩立会い件数は 162 件で総入院数の 50.3％であった。 

胎児診断：埼玉県遠隔胎児診断支援システムを活用し、先天性心疾患・先天性外科疾患が

胎児診断され当センターNICU に入院した児は 94 例（前年度より-10 例）であった。NICU 入

院後に治療介入が必要だった先天性心疾患症例は 57 例（前年度より+8 例）,外科系疾患症

例は 50 例（前年度より+9 例）で埼玉県内全域の総合・地域周産期産科および新生児施設か

ら紹介されていた。 

特殊治療：人工換気療法 141 件（入院患児の 43.8％）、サーファクタント補充療法 45 件、

一酸化窒素吸入療法 22 件、低体温療法 12 件、血液透析 CHDF 2 件、ECMO 1 件であった。 

死亡率：死亡患児数は 10 名で剖検率は 40.0％であり、先天性疾患、染色体異常・奇形症

候群などで死亡したのは 5名(代謝性疾患 2名、染色体異常・奇形症候群：3名）でした。 

死亡率：在胎期間別 22-24W；0.0％(2/19)、25-27w；11.8%(2/17)：出生体重別～499g；

0.0%(0/3)、500-999g；7.1％(3-42)、1000-1499g；0.0％（0/25）。 

剖検率：40.0％ 

 

2023 年度在籍新生児科医（15 名）：清水正樹(総合周産期母子医療センター長、新生児科科

長)、川畑建(副部長、統括病棟長)、菅野雅美(副部長、NICU 病棟長）、釆元純（GCU 病棟長）、

閑野将行、閑野知佳、今西利之、角谷和歌子、伊藤璃津子、斎藤光里、廣中優、中川愛、森

未奈子、若松宏昌 

（清水 正樹） 

 

 

 

組合周産期母子医療センター新生児科
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代謝・内分泌科
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消化器・肝臓科 

 2023年度、消化器・肝臓科は岩間達、南部隆亮、原朋子、吉田正司、宮沢絢子、呉亜沙美

の計 6名で診療を行った。 

 外来初診患者数、入院件数、消化器内視鏡検査数を示す。当科はコロナ禍の影響が少なかっ

た診療科の一つであるが、2023 年 5 月に新型コロナウイルス感染症の扱いが 5 類感染症に

変更され、2023 年度はコロナ禍前と変わらぬ診療を行えた 1 年間であった。結果的に外来

初診患者数、入院患者数、内視鏡検査数は 2022 年度をはるかに上回り、すべての指標で過

去最高を記録した。 

入院患者の多くを占めた疾患はここ数年の傾向の通り炎症性腸疾患であった。新患数は年間

59 例で、毎週のように新規患者が紹介された。昨年度の特徴としては埼玉県西部地域から

の紹介が増加したことが挙げられる。この地域ではこれまで成人消化器内科が小児の炎症性

腸疾患の診療にあたっていたが、小児の炎症性腸疾患の特殊性や専門診療の重要性を成人消

化器内科が出席する研究会で繰り返し訴えてきた成果かと思われる。一方で患者が成人期を

迎えた際にはその居住地域の成人消化器内科にトランジションするという診療連携も継続

しており、良好な関係が築かれていると思われる。 

 消化器内視鏡の検査数は過去最多を更新する 742件であった。これで消化器・肝臓科創設

以来毎年内視鏡検査数は最多を更新し続けていることになる。増加の要因は昨年同様炎症性

腸疾患患者の増加が一因と思われる。炎症性腸疾患は再燃寛解を繰り返す疾患であり、特に

小児期は重症度が高く再燃の頻度が高い。また、寛解状態を維持していても定期的な内視鏡

検査が必要である。症例毎ではバイオマーカーの利用が広がり、検査の頻度は減っているが

患者数が増加しているため結果的に検査数が増加し続けているものと思われる。内視鏡検査

数は過去最高を記録した一方で、全身麻酔下の内視鏡検査数は減少した。これは科員の出

産・育児休暇や早期退職のため人員不足になり、結果的に人員が少なくて済む静脈麻酔下の

内視鏡検査が増加したことに起因する。2024度は 2023年度と比較して人員の増加が見込ま

れるため、全身麻酔を含め患者のニーズに合わせ内視鏡検査の麻酔法を選択していきたい。

昨年度も内視鏡的止血術やバルーン内視鏡、胆膵内視鏡など高度な内視鏡を実践した。一部

の症例ではさいたま赤十字病院の医師を招聘し、高度な内視鏡治療を行った。今後も患者の

安全を第一に専門施設としての経験値を上げるため難易度の高い内視鏡診療に科員一同取

り組んでいきたい。 

 研究活動においては 2023 年度も安定した業績を残した。多施設共同研究の主研究施設と

して執筆した論文も複数著明な英文誌に受理された。今後も一時的なもので終わることなく、

サステナブルな活動を科としても続けていきたいと思っている。  

 研修医教育については当院採用の小児科専攻医および三井記念病院の初期研修医が複数

名 1か月から 2か月の臨床研修を行った。 

 

 

 

（岩間 達） 
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感染免疫・アレルギー科
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血液・腫瘍科
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<外科系診療部門> 

 

小児外科 

 今年度は、コロナ感染の流行の継続、ウクライナでの紛争に伴う国内情勢への影響など社

会情勢の様々な変化に対応した 1年でありました。特にウクライナの紛争は、当院の燃料費

の高騰、電気料金の高騰を招き、院内一丸となって節電に取り組むこととなった。しかし入

院制限、手術制限などの影響までは至らず、手術件数は例年の件数へ回復した。これはひと

えに近隣の医療機関からのご紹介を多く頂いけた結果であり近隣の医療機関にはこの場で

感謝申し上げます。 

今年度は、令和 4年より開始した胆道閉鎖症に対する腹腔鏡下葛西手術を 5例に行うことが

出来ました。施設基準の年間 2例を達成することが出来ました。また新生児期食道閉鎖症に

対する胸腔鏡下手術も 4例や胸腔鏡下肺切除術、腹腔鏡下鎖肛根治術など、新生児・乳児に

対する多くの患者様に対して内視鏡手術を実施することが出来ました。医師会、近隣の医療

機関からのご紹介を積極的に受け、今後も内視鏡手術を通して県民への高度医療、低侵襲手

術の提供に努めてまいります。 

 

 令和 5 年度の外来患者総数は 5790 名、うち新来患者は 570 名であった。入院患者総数は

921 名であった。患者平均在院日数は 7.3 日であった。 

 年間総手術件数は 733 件、緊急手術は 218 件であった。前年に比べ総手術件数は 42 件増

加し、緊急手術は 25 件減少した。手術総数は減少したが、緊急手術件数は増加しておりコ

ロナ感染流行の影響が徐々に少なくなっていると感じている、内視鏡手術は 318 件に行われ

昨年の 370 件と比較して 52 件減少しており、コロナによる控えていた定時手術の増加が貢

献したと思われた。 

 

（川嶋 寛） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜外科系診療部門＞

小児外科
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移植外科
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心臓血管外科
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体制

脳神経外科
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整形外科・リハビリテーション科
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耳鼻咽喉科 

 常勤の浅沼聡、安達のどかおよび非常勤の今井直子の３名で外来診療を行いました。 

 当科はこれまで通り、小児耳鼻咽喉科領域全般にわたり診療していますが、特に小児難聴

の早期発見・精査、睡眠時無呼吸の診断・治療、在宅気管切開管理の３本柱があります。 

新生児聴覚スクリーニングで要精検となった児の精密聴力検査実施機関に指定されてお

り、生後６日からの新生児・乳児が多数紹介されています。産院から紹介初診となった当日

に ABR を実施し結果の説明をしています。受診してから検査までの時間が長いと、その間ご

両親とりわけ出産後間もないお母様の不安が強く、それに配慮して ABR を即日実施していま

す。ほとんどの施設が初診日には ABR の予約にとどまり後日実施しているのに対し、初診日

当日に ABR を実施できるのは当センターの最大の特徴であり、生理検査室との連携によるも

のです。検査結果で両側 50dB 以上の感音難聴と判明した場合には、難聴ベビー外来で対応

をしています。早期の難聴発見、原因検索、聴覚管理、補聴器の調整、その後の療育機関と

の連携、両親への精神的サポートを、言語聴覚士、看護師、社会福祉士、音楽療法士などの

助けを得てチーム医療として行っております。集団で行う音楽療法はコロナ禍のため自粛し

ていましたが 2023 年度より再開しました。 

いびき・無呼吸で紹介となった児には、問診に続いて扁桃肥大、アデノイド増殖症、鼻閉 

および舌根の関与の有無を精査し、全員に簡易検査であるアプノモニターを実施し重症度及

び手術適応を判断しています。アプノモニターは 6台所有していますが、紹介患者様の増加

とともに検査まで待つ期間が大変長くなっており心苦しい限りです。 

気管切開術及び喉頭気管分離術後、退院して当センターで気管カニューレ管理をしている

患者様は約 60 名で、ほとんどの方が月 1 回のカニューレ交換を外来で行っています。特定

行為研修区分呼吸器（長期呼吸療法に係るもの）関連の研修を看護師 1名が終了し、手順書

に基づき気管カニューレの交換ができるようになりました。耳鼻咽喉科医は、カニューレ交

換後の気管内ファイバースコープ検査のみ施行すればよいこととなり、外来での待ち時間の

短縮および医師の負担軽減に寄与しています。また特定行為研修終了看護師は患者様に、寄

り添った形でのカニューレ交換ができるため患者様からの評判もよく、件数を増やしていこ

うと考えています。 

 

                                   （浅沼 聡） 

 

スタッフ 

浅沼 聡   (科長兼部長) 

安達のどか (医長、日本耳鼻咽喉科学会専門医) 

 

 
 
 
 

耳鼻咽喉科
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耳鼻咽喉科 

 常勤の浅沼聡、安達のどかおよび非常勤の今井直子の３名で外来診療を行いました。 

 当科はこれまで通り、小児耳鼻咽喉科領域全般にわたり診療していますが、特に小児難聴

の早期発見・精査、睡眠時無呼吸の診断・治療、在宅気管切開管理の３本柱があります。 

新生児聴覚スクリーニングで要精検となった児の精密聴力検査実施機関に指定されてお

り、生後６日からの新生児・乳児が多数紹介されています。産院から紹介初診となった当日

に ABR を実施し結果の説明をしています。受診してから検査までの時間が長いと、その間ご

両親とりわけ出産後間もないお母様の不安が強く、それに配慮して ABR を即日実施していま

す。ほとんどの施設が初診日には ABR の予約にとどまり後日実施しているのに対し、初診日

当日に ABR を実施できるのは当センターの最大の特徴であり、生理検査室との連携によるも

のです。検査結果で両側 50dB 以上の感音難聴と判明した場合には、難聴ベビー外来で対応

をしています。早期の難聴発見、原因検索、聴覚管理、補聴器の調整、その後の療育機関と

の連携、両親への精神的サポートを、言語聴覚士、看護師、社会福祉士、音楽療法士などの

助けを得てチーム医療として行っております。集団で行う音楽療法はコロナ禍のため自粛し

ていましたが 2023 年度より再開しました。 

いびき・無呼吸で紹介となった児には、問診に続いて扁桃肥大、アデノイド増殖症、鼻閉 

および舌根の関与の有無を精査し、全員に簡易検査であるアプノモニターを実施し重症度及

び手術適応を判断しています。アプノモニターは 6台所有していますが、紹介患者様の増加

とともに検査まで待つ期間が大変長くなっており心苦しい限りです。 

気管切開術及び喉頭気管分離術後、退院して当センターで気管カニューレ管理をしている

患者様は約 60 名で、ほとんどの方が月 1 回のカニューレ交換を外来で行っています。特定

行為研修区分呼吸器（長期呼吸療法に係るもの）関連の研修を看護師 1名が終了し、手順書

に基づき気管カニューレの交換ができるようになりました。耳鼻咽喉科医は、カニューレ交

換後の気管内ファイバースコープ検査のみ施行すればよいこととなり、外来での待ち時間の

短縮および医師の負担軽減に寄与しています。また特定行為研修終了看護師は患者様に、寄

り添った形でのカニューレ交換ができるため患者様からの評判もよく、件数を増やしていこ

うと考えています。 

 

                                   （浅沼 聡） 

 

スタッフ 

浅沼 聡   (科長兼部長) 

安達のどか (医長、日本耳鼻咽喉科学会専門医) 
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小児歯科 

 令和５年度の歯科業務は、常勤の専任歯科医師である髙橋康男（歯科科長、日本小児歯科

学会専門医指導医、日本障害者歯科学会認定医）、武井浩樹（歯科医長、日本小児歯科学会

専門医）が診療業務にあたった。外来診療日については、月曜日、火曜日、水曜日（第１・

第３水曜日は午前のみ）および金曜日の午前・午後、第３木曜日を除く木曜日の午前、計週

５日間行った。歯科衛生士は、渋谷美保、佐藤康子、肥沼順子、岡田弥佳、馬淵明美、米田

香の６名が歯科診療補助、外来受付業務を行った。また、毎月第１木曜日午後、実施されて

いるもぐもぐ外来（多職種プログラム外来）には専任歯科医師の髙橋および歯科衛生士１名

が診療に参加し、摂食に関連する歯科領域の指導を行った。また、令和６年より摂食・嚥下

障害看護認定看護師とともに毎月、第１・第３水曜日の午後、病棟へ刷掃指導目的で訪問した。 

 令和５年度の診療実日数は、計 232（前年度 231；以下のカッコ内は前年度の数とする）

日で前年度より増加した。診療延べ患者数も計 4,662（4,633）名と前年度より増加した。

１日平均患者数は、20.1（20.1）名で前年度と同数であった〔表１〕。年間初診患者数にお

いては 330（298）名で月平均 27.5（24.8）名と前年度と比較し、増加した〔表２〕。初診

患者の内訳は外来 267（240）名、入院 63（58）名であり、患者数は外来、入院とも増加し

た。紹介診療科別内訳は、一般外来 137（116）名と最も多く、ついで遺伝科 64（70）名、

以下、血液・腫瘍科 46（42）名、移植外科 14（8）名、形成外科 10（5）名、総合診療科 9

（4）名およびその他であった〔表 3〕。 

 令和５年度の当科における主な業務内容は、従来通り齲蝕と歯周疾患の予防と処置が中心

であった。また、口腔外科処置については、埼玉医科大学総合医療センター歯科口腔外科か

らの応援医により延べ 70（60）名と増加した。さらに､矯正科医による顎顔面領域に問題の

ある患児に対しての歯列矯正は延べ 9（6）名だった。そして、全身麻酔下での歯科処置は

13（12）件、静脈内鎮静法下では 8（2）件行った。 

 令和５年度も近隣の一般歯科医院からの紹介での初診患児が初診患児全体の 4 割以上を

占めることになった。多くは歯科治療に対しての非協力児であった。このことは、一般開業

歯科医院では歯科治療非協力児に対していかに苦慮しているかを示したものと考えられる。 

 

（髙橋 康男） 

 

 

スタッフ 

 髙橋康男  （科長兼部長、日本小児歯科学会専門医指導医、 

        日本障害者歯科学会認定医） 

 武井浩樹  （歯科医長、日本小児歯科学会専門医） 
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表１　月別診療実日数・診療延べ患者数・１日平均患者数（令和５年度）

年

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

19 19 21 20 21 19 20 18 19 19 18 19 232

387 398 426 404 434 364 409 369 357 377 338 399 4,662

平均

20.1

表２　月別初診患者数（令和５年度）

年

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

16 35 29 29 18 31 28 27 34 30 28 25

名／月27.5

18.8

年間初診患者数（名）

20.2

項目

令和６年

18.820.520.7 19.2

合計

330

１日平均患者数（数） 20.4 20.9 20.3

令和５年

合計

年間平均　：

21.020.5

項目

令和６年令和５年

診療実日数（日）

診療延べ患者数（名）

19.8

表３　初診患者の病棟別・疾患別内訳（令和５年度）

● 外来 46 名 8 名

合計 267 名 6 名 0 名

3 名 0 名

● 入院 1 名 0 名

PICU 2 名 1 名 0 名

HCU 1 名 64 名 2 名

NICU 2 名 1 名 10 名

GCU 1 名 0 名 1 名

９Ａ 13 名 4 名 0 名

９Ｂ 1 名 9 名 0 名

１０Ａ 25 名 7 名 0 名

１０Ｂ 0 名 0 名 14 名

１１Ａ 3 名

１１Ｂ 14 名 合計 142 名 合計 35 名

１２Ａ 1 名

合計 63 名 5 名 4 名

3 名 4 名

0 名 137 名

初診患者数 合計 330 名 合計 8 名 合計 145 名

循 環 器 科

ア レ ル ギ ー 科

小 児 外 科

未熟児・ 新生 児科

総 合 診 療 科

血 液 ・ 腫 瘍 科

神 経 科

精 神 科

代 謝 ・ 内 分 泌 科

腎 臓 科

遺 伝 科

泌 尿 器 科

麻 酔 科

感 染 ･ 免 疫 科

心 臓 血 管 外 科

脳 神 経 外 科

整 形 外 科

皮 膚 科

耳 鼻 咽 喉 科

形 成 外 科

眼 科

外来・入院別および病棟別内訳

も ぐ も ぐ 外 来集 中 治 療 科

救 急 科 発 達

放 射 線 科

内 科 系 診 療 部 門 外 科 系 診 療 部 門

紹　　介　　科　　別　　内　　訳

一 般 外 来

中 央 診 療 部 門 保 健 発 達 部 門 等

外 傷 診 療 科

移 植 外 科消 化 器 ・ 肝 臓 科
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中央診療部門

救急診療科・集中治療科・外傷診療科

救急診療科・集中治療科・外傷診療科の３科は、小児集中治療室（ １４床）、準集中

治療室（ ２０床）および２４時間稼動の救急外来（ ）からなる小児救命救急センター

において、当センターの急性期診療を担っている。

２０１６年１２月２７日の新病院移転に際して診療を開始した当該３科は、２０２３年度

で満７年強の稼働実績となった。２０２３年度も当センターの診療実績の増加は続き、患者

数としては過去最高を記録している。少子化により地域の医療施設での小児診療の経験値が

少なくなる中、小児専門施設へと集約化が加速するのは今後変わらない傾向と思われる。

１．診療実績

２０１６年度（開設より約 ヶ月間）から２０２３年度までの診療実績を表１に示す。

２０２１年度に新型コロナウイルスの流行による診療実績の落ち込みからの回復がみられ

て以来、２０２２、２３年度と患者数はさらに増加し、開設以来の最高値を記録した。

の総受診患者数は年間７０００名近くなり、救急車の受け入れ台数も年間３０００台

程度が維持されている。小児患者を搬送する救急車の受け入れ３０００台／年は、全国でも

トップレベルの実績である。少子化の進行による小児患者の減少に、コロナ禍が拍車をかけ、

地域での小児医療体制の縮小が急速に進んでいる可能性を予測していたが、これはコロナ後

も原状復帰することなく固定化すると思われる。そのため、今後も当院 への救急車の集

中が進むものと考えられる。

からの入院率は依然として２０％超〜２５％で経過している。当センター が、通常

の「小児科救急」とは異なり、基礎疾患を持ち重篤化しやすい小児救急患者や治療介入を要

する外因性救急患者を多く診療していることを示すものである。

の延べ総入室患者数は３０００名を超え、これも過去最高となった。

２０２３年度の患者内訳は、 では院外３次救急患者が４０％、周術期管理が４９％、

病棟急変が１１％であった。 では院外２次救急患者が４６％、周術期管理が４７％、病

棟急変が５％、その他（検査、処置のためのモニタリング）が２％であった。この内訳を見

ると院外からの救急患者が依然高い比率を占めており、当院の急性期診療に関しては、小児

救命救急センターの救急診療を窓口にして、小児患者の集約化を進める効果があるものと考

えられる。

での患者の実死亡率は ２スコアから算出したところの予測死亡率よりも高く、

これは開設以来変わらない傾向である。この予測死亡率は各患者の ２スコアの中央値で

ある。一方実死亡率は死亡患者数／延べ入室患者数である。死亡患者の予測死亡率は１０

０％ではないことが通常であり、またその中央値は大多数の予測死亡率の低い患者の方に偏

位する傾向があるため、診療の質とは関係なしに、今後も一定程度はこの差異が生じること

が予想される。
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表１　月別診療実日数・診療延べ患者数・１日平均患者数（令和５年度）

年

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

19 19 21 20 21 19 20 18 19 19 18 19 232

387 398 426 404 434 364 409 369 357 377 338 399 4,662

平均
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表２　月別初診患者数（令和５年度）

年

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

16 35 29 29 18 31 28 27 34 30 28 25

名／月27.5

18.8

年間初診患者数（名）

20.2

項目

令和６年

18.820.520.7 19.2

合計

330

１日平均患者数（数） 20.4 20.9 20.3

令和５年

合計

年間平均　：

21.020.5

項目

令和６年令和５年

診療実日数（日）

診療延べ患者数（名）

19.8

表３　初診患者の病棟別・疾患別内訳（令和５年度）

● 外来 46 名 8 名

合計 267 名 6 名 0 名

3 名 0 名

● 入院 1 名 0 名

PICU 2 名 1 名 0 名

HCU 1 名 64 名 2 名

NICU 2 名 1 名 10 名

GCU 1 名 0 名 1 名

９Ａ 13 名 4 名 0 名

９Ｂ 1 名 9 名 0 名

１０Ａ 25 名 7 名 0 名

１０Ｂ 0 名 0 名 14 名

１１Ａ 3 名

１１Ｂ 14 名 合計 142 名 合計 35 名

１２Ａ 1 名

合計 63 名 5 名 4 名

3 名 4 名

0 名 137 名

初診患者数 合計 330 名 合計 8 名 合計 145 名

循 環 器 科

ア レ ル ギ ー 科

小 児 外 科

未熟児・ 新生 児科

総 合 診 療 科

血 液 ・ 腫 瘍 科

神 経 科

精 神 科

代 謝 ・ 内 分 泌 科

腎 臓 科

遺 伝 科

泌 尿 器 科

麻 酔 科

感 染 ･ 免 疫 科

心 臓 血 管 外 科

脳 神 経 外 科

整 形 外 科

皮 膚 科

耳 鼻 咽 喉 科

形 成 外 科

眼 科

外来・入院別および病棟別内訳

も ぐ も ぐ 外 来集 中 治 療 科

救 急 科 発 達

放 射 線 科

内 科 系 診 療 部 門 外 科 系 診 療 部 門

紹　　介　　科　　別　　内　　訳

一 般 外 来

中 央 診 療 部 門 保 健 発 達 部 門 等

外 傷 診 療 科

移 植 外 科消 化 器 ・ 肝 臓 科

〈中央診療部門〉

救急診療科・集中治療科・外傷診療科
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２０２１年度より強化された外傷診療、特に頭部外傷に対する救急対応は、２０２３年度

も同様に展開することが出来た。２０２３年度は、外因性救急疾患診療件数は外来３００９

件・頭部外傷関連の外傷診療科入院は全５０件となり、いずれも集中治療管理を行った。外

因性救急疾患により受傷した件数のうち、児童虐待対応チーム事案となった症例は約７０件

となり、児童虐待対策の審議に貢献している。２０２３年度は外傷性脳損傷に対する神経集

中治療において持続脳波計を用いた痙攣コントロールにより、優れた治療転帰をもたらすこ

とが出来ているが、集中治療スタッフの献身的な対応により実現できたものであり、心から

感謝の意を表するところである。

（本段落記載：荒木尚外傷診療科長）

 
表１（別添） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2016年度＊＊＊ 2017年度 2018年度 2019年度 年度 年度 2022年度 2023年度

入室経路 直送
転送

直送
転送

＊PICUのみ(中央値：16歳以上は除く）
＊＊PICUのみ
＊＊＊2016年12月27日から2017年3月31日まで

救急

術後管理
病棟より
その他

術後管理
病棟より
その他

救急

PICU入室者数
HCU入室者数

ER受診患者数
救急車受け入れ台数
ドクターカー出動件数
ERからの入院率

病院間搬送数

予測死亡率 (%)＊

実死亡率 (%)＊＊

総数
人工呼吸症例

バックトランスファー件数
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術後管理
病棟より
その他

術後管理
病棟より
その他

救急

PICU入室者数
HCU入室者数

ER受診患者数
救急車受け入れ台数
ドクターカー出動件数
ERからの入院率

病院間搬送数

予測死亡率 (%)＊

実死亡率 (%)＊＊

総数
人工呼吸症例

バックトランスファー件数
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２．科員人事

２０２３年４月入職（括弧内は前所属）

救急診療科

早野 駿佑（大阪市立総合医療センター 救命救急部）

集中治療科

福地 雄太（新潟市民病院 小児科）

２０２３年９月退職（括弧内は次所属）

集中治療科

林 拓也（神奈川県立こども医療センター 救急・集中治療科）

宮 卓也（佐久穂町立千曲病院 小児科・総合診療科）

２０２３年１０月入職（括弧内は前所属）

集中治療科

磯部 弘治（済生会宇都宮病院 救急集中治療科）

２０２４年３月退職（括弧内は次所属）

集中治療科

若杉 俊宏（医療法人ときわ 大宮在宅クリニック）

源川 結（自治医科大学とちぎこども医療センター 小児手術・集中治療部）

外傷診療科

宮本 大輔（横浜労災病院 救急科）

荒川 貴弘（宮城県立こども病院 集中治療科）

松本 圭司（日本医科大学千葉北総病院 救命救急センター）

開設以来７年が経過したが、上記のように救集外３科を卒業していく医師の進路は様々で

ある。他院の の責任者、スタッフ、救命救急センターの指導医、研修医、また内科総

合診療や在宅医療などの地域医療に進む者もいる。進路の如何を問わず、ここで学んだもの

を最大限活かし、新天地で力を発揮することを心より願うものである。

３．今後の展望

まずは、２０２３年度もこれまでと同様大きな事故なく乗り切れたことについて、全ての

院内職員の皆様、またご協力いただいた地域の関係機関の皆さまにご報告するとともに、皆

さまのお力添えに対し、心より感謝を申し上げます。

２０２４年度も、小児救命救急センターとして内因性、外因性疾患に関わらず、また中等

症から重症患者までに２４時間対応する診療機能を十分に発揮し、地域の小児救急医療の最

後の砦となるべく、変わらず努力をして参ります。

（植田 育也）
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麻酔科

年末に新病院が開設されて以降、麻酔や手術の件数は増加傾向が続いており、

年度には過去最高の手術件数を記録しました。年間目標の 件を大幅に超え、病院経営

に大きく貢献することができました。手術部内にある 室が同時に稼働することが日常的

となり、外部麻酔も含めて最大 列の麻酔管理が同時に行われるようになりました。夏の

繁忙期には、連日 例以上の麻酔管理が行われることが珍しくなくなりました。手術部で

は夜間や休日の緊急手術が増加しています。

手術件数の増加に伴い、麻酔科の役割は今後ますます重要になると予想されます。安定し

た人員確保は、手術部の安定運営に不可欠です。当院の麻酔科は、 列、年間 件以上

の麻酔管理を無理なく行えるよう整備が必要であることが明らかです。当科は特定の医療教

育機関に麻酔科医の確保を依存しておらず、麻酔科医の確保は常に不安定な要素を含んでい

ます。労働環境の改善を進め、麻酔科医にとってワークライフバランスが保たれた職場環境

を目指します。

年度は、麻酔科の常勤およびレジデントの枠を何とか満たすことができました。し

かしながら、当科への赴任希望者は減少しつつあり、連携している専攻医プログラムからの

専攻医派遣も中止が相次いでいます。働き方改革や麻酔科医の意識の変容が進む中、今後、

手術室をこれまで通り運営していくことは厳しくなることが予想されます。

（蔵谷 紀文）

麻酔科管理件数の年次推移

年度 年度 年度 年度 年度

麻酔件数

在籍医一覧 令和 年 月～令和 年 月

蔵谷紀文 （部長）

古賀洋安 （副部長）

佐々木麻美子 （医長）～令和 年 月

伊佐田哲朗 （医長）

石田佐知 （医長）

大橋智 （医長）

駒崎真矢 （医長）

河邉千佳 （医長）～令和 年 月

高田美沙 （医員）

坂口雄一 （医長）

櫻井ともえ （医長）

藤本由貴 （医長）

成田湖筍 （専門医研修）

麻酔科



― 109 ―

108 
 

麻酔科
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成田湖筍 （専門医研修）
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麻酔科関連プログラム研修

木村亜紀子 令和 年 月～ 月 埼玉医科大学総合医療センター

只野隆幸 令和 年 月～ 月 湘南鎌倉総合病院

鶴田大貴 令和 年 月～ 月 横浜市立大学

小嶋太郎 令和 年 月～ 月 三井記念病院

福田有 令和 年 月～ 月 自治医科大学さいたま医療センター

郭凱文 令和 年 月～ 月 国際医療福祉大学三田病院

増井克秀 令和 年 月～ 月 獨協医科大学埼玉医療センター

島野拳 令和 年 月～ 月 帝京大学

斎藤大之 令和 年 月～ 月 自治医科大学さいたま医療センター

臼田香織 令和 年 月～ 月 帝京大学

杉山善基 令和 年 月～ 月 国際医療福祉大学三田病院

永山英寿 令和 年 月～ 月 獨協医科大学埼玉医療センター

川船麦 令和 年 月～令和 年 月 杏林大学

横谷円 令和 年 月～令和 年 月 埼玉医科大学総合医療センター

西原千晶 令和 年 月～令和 年 月 久留米大学

中澤凛 令和 年 月～ 月 帝京大学

加藤魁 令和 年 月～ 月 横浜旭中央総合病院

清水麻衣 令和 年 月～ 月 自治医科大学さいたま医療センター

古谷茉子 令和 年 月～ 月 帝京大学

小林千夏 令和 年 月～ 月 国際医療福祉大学三田病院

松山周世 令和 年 月～ 月 獨協医科大学埼玉医療センター

諏訪晧士 令和 年 月～ 月 自治医科大学さいたま医療センター

院内研修

末永祐太 令和 年 月～ 月 集中治療科

宮野真木子 令和 年 月～ 月 集中治療科

桑名健太 令和 年 月 集中治療科

福地雄太 令和 年 月～ 月 集中治療科

荒川貴弘 令和 年 月～ 月 集中治療科

星野正人 令和 年 月 集中治療科

近澤茅穂 令和 年 月 小児科専攻医

中橋匠 令和 年 月 小児科専攻医

合原遥 令和 年 月 小児科専攻医

谷口立樹 令和 年 月～ 月 小児科専攻医

院外研修

水流添泉 令和 年 月 荒尾市民病院小児科（熊本県）
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海外研修

Ⅱ ～令和５年 月

令和 年 月～ 月

令和 年 月〜 月：
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放射線科

１．業務実績

令和 年度は超音波検査が 件と前年度比で 、 は 件 前年度比 、

は 件 前年度比 、造影検査は 件 前年度比 、核医学検査は 件

前年度比 と全体としてみれば、超音波検査の増加が目立った。（表１）。 は 件

、 は 件 が造影検査であった（表 ）。心・大血管検査は で 件

全体の 、 で 件 全体の であった。

肝移植後の門脈、静脈狭窄を中心として、 を含む血管造影

を 件行っている。血管造影の件数は前回とほぼ同様であるが、動脈、門脈、胆管などバ

リエーションが多く、かつ緊急性が高く難易度も高いものが多く含まれている。物品の整備

や場合によってはスタッフの拡充も必要かと考えられる。

一昨年度より放射線治療件数を合わせて年報に記載することとした。令和 年度ののべ

放射線治療人数は 人であり、前年度とほぼ同様であった。

令和 年度の実績としては 、 、核医学検査の合計 件の にあたる

件については翌診療日までに文書による画像診断報告書を作成し､画像診断管理料（Ⅱ）の

施設基準を満たしている（表 ）。一般単純 線撮影は 件中 件（ ）、ポー

タブル撮影は 件中 件 ％ 、合計で 件中 件の単純 線写真

を読影している（表 ）。ポータブルおよび一般単純 線写真の読影の割合は前年度とほぼ

横ばいであった。今回より ､ 、核医学検査以外の検査に関しても翌診療日までの読影

件数を表記する事とした。

時間外に各診療科の依頼に基づいて緊急の検査を行ったのは令和 年度は 件であり、

高水準の状態が続いている（表 ）。

２．今後について

血管造影に関してはほぼ一定の需要がある状態が継続している。今後、陳旧化しつつある

超音波検査室の整備、スタッフの研修と合わせて計画していく必要があると考えられる。

３．スタッフ 小熊栄二 副病院長 、田波 穣 科長兼副部長 、佐藤裕美子 医長 、細川崇

洋 医長 、望月直人（後期研修医、 月～ 月）、久保田姫子（後期研修医、 月～ 月）

（田波 穣）

表１ 検査件数の推移 造影検査は読影を行った検査のみ

放射線科
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表２ CT,MR の造影検査、心大血管検査の実施読影件数 （ ）は全検査(CT,MRI)に対する割合 

 

表 診療加算検査 核医学）翌診療日報告率

表４ 単純 線撮影の施行数と読影数 内は全検査 単純とポータ各々 に対する読影率

表 時間外緊急検査の実施回数

表 放射線科時間外緊急検査の検査種別

造影検査 心大血管 造影検査 心大血管

令和3年度 881 221 669 77

令和4年度 819 211 641 66

令和5年度 811(24.4%) 206(6.2%) 629(19.7%) 76(2.4%) 

前年比 99% 98% 98% 115%

CT MRI

　　　　　　　　一般単純・ポータ・手術室

　　造影検査・その他

読影件数 翌診療日 読影件数 翌診療日 読影件数 翌診療日 読影件数 翌診療日 読影件数 翌診療日

平成25年度 3,053 2915 2,886 2822 813 232 2242 2233 13,478 8,724

令和3年度 3,240 3188 3,041 2990 713 239 6229 6222 15,851 9841

令和4年度 3652 3558 3162 3110 685 239 6276 6268 16253 11036

令和5年度 3329 3273 3188 3160 714 332 6817 6816 15035 9176

前年比 91.2% 92.0% 100.8% 101.6% 104.2% 138.9% 108.6% 108.7% 92.5% 83.1%

        超音波検査CT MR 核医学

単純X線施行数 単純X線読影数 ポータ施行数 ポータ読影数 検査施行数合計 読影数合計

平成25年度 15,361 7,853 10,033 5,180 25,394 13,033

令和3年度 16,979 7,570 16,016 7,580 32,995 15,150

令和4年度 17,615 7,077 17,759 8,573 35,374 15,650

令和5年度 18,150 7238(39.9%) 16,388  7385(45.1%) 34,538 14,623

前年比 103.0% 102.3% 92.3% 86.1% 97.6% 93.4%

平日 平日深夜 平日小計 休日 休日深夜 休日小計 総計

令和3年度 216 83 299 403 44 447 746

令和4年度 241 81 322 405 26 431 753

令和5年度 224 57 281 427 48 475 756

前年比 92.9% 70.4% 87.3% 105.4% 184.6% 110.2% 100.4%

深夜とは22時～5時の間　　

検査腫 超音波検査 CT MR 透視造影 腸重積整復        その他

令和3年度 544 177 67 5 8 11

令和4年度 492 153 69 5 19 9(内2件はIVR)

令和5年度 457 189 83 6 17 16(内1件はIVR)

前年比 92.9% 123.5% 120.3% 120.0% 89.5% 166.7%
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表２ CT,MR の造影検査、心大血管検査の実施読影件数 （ ）は全検査(CT,MRI)に対する割合 
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令和5年度 18,150 7238(39.9%) 16,388  7385(45.1%) 34,538 14,623

前年比 103.0% 102.3% 92.3% 86.1% 97.6% 93.4%

平日 平日深夜 平日小計 休日 休日深夜 休日小計 総計

令和3年度 216 83 299 403 44 447 746

令和4年度 241 81 322 405 26 431 753

令和5年度 224 57 281 427 48 475 756

前年比 92.9% 70.4% 87.3% 105.4% 184.6% 110.2% 100.4%

深夜とは22時～5時の間　　

検査腫 超音波検査 CT MR 透視造影 腸重積整復        その他

令和3年度 544 177 67 5 8 11

令和4年度 492 153 69 5 19 9(内2件はIVR)

令和5年度 457 189 83 6 17 16(内1件はIVR)

前年比 92.9% 123.5% 120.3% 120.0% 89.5% 166.7%
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病理診断科

病理診断科は、 年 月 日より医療機関の標榜診療科に加わり、病院内外に病理診

断科が設置されていることが案内できるようになりました。このことは、院内において病理

専門医が病理診断をしている診療精度の高い病院であることを示しています。当院も

年度より病理科から病理診断科と名称を変更して活動しております。

年度の病理診断科は、常勤病理医（病理専門医） 名、応援医師（病理専門医） 名、

常勤臨床検査技師（臨床検査技師・細胞診検査士） 名の体制で運営されました。県立病院

では病理部門は 年度より病理医は病理診断科、臨床検査技師は検査技術部所属という

職制の分割化がなされました。しかし、日本医療機能評価機構の病院機能評価の審査項目で、

病理部門は臨床検査部門と独立してその項目が設けられていることや 年度診療報酬改

定において病理診断が臨床検査から独立し「第 部病理診断」となったように、実際の業

務は臨床検査部門とは独立した病理医と臨床検査技師のチームによって運営管理されてい

ます。

病理診断科は、病理組織診断、病理細胞診断、病理解剖、研究支援業務の４つを業務の柱

として活動してきましたが、がんゲノム医療においても重要な役割を担うこととなりました。

１．病理組織診断は、臨床医によって診断目的で採取された組織の小片（生検組織）や外科

的手術によって切除された組織・臓器（手術材料）を光学顕微鏡・電子顕微鏡・蛍光顕微鏡

等を用いて最終組織診断を行うことです。これには手術中に組織診断を行い、その結果によ

って手術方法を決定するような重要な情報を与える術中迅速病理組織診断も含まれます。

遠隔病理診断は、病理医のいない病院における病理診断を別の病院の病理医が行うもので、

保険診療としても認められています。病理標本（スライド）はデジタルデータとして保存し、

グーグルマップのようにパソコンの画面上で拡大したり、縮小したりして顕微鏡を使わなく

ても組織学的な観察が可能です。現在は小児がんの中央病理診断（研究）に遠隔病理診断を

利用していますが、遠隔病理診断は数少ない小児病理医を有効に利用するために必要な手段

と考えられ、診療としての導入が望まれます。

２．病理細胞診断は、髄液・胸水・腹水などの体腔液やさまざまな分泌液などに出現する細

胞を顕微鏡下で観察することによって病変が良性か悪性かなどを判断します。この方法は、

組織診断に比して情報量はやや少ないですが、患者様への負担は比較的少なく繰り返し検索

できるという利点を有します。

３．病理解剖は、不幸にしてお亡くなりになられた患者さんの御遺体を解剖させていただき、

種々の形態学的手法を用いて詳細に調べます。それによって病気の本質、診断・治療の効果

などを検討し、行われた医療行為の成果の判定、疾病の原因の追究や予防法の確立など、医

療そのものに深く関与し広く人類の幸福に役立たせる医学におけるもっとも大切な業務の

ひとつであります。 年度からは遺伝科と共同で、次世代シーケンサーを用いた遺伝学

的検査を合わせて行うゲノム病理解剖（ ）に着手しました。さらに在宅医

療の一環として、自宅で亡くなられた患者さんが病理解剖を受けられるようなシステムを開

発するための研究を開始しました。

４． 研究支援業務は、臨床医の各種研究や発表に関して病理学的側面からの相談・指導を

することにより医学の発展に寄与するものであります。

病理診断科



― 114 ―

114 
 

５．当センターはがんゲノム医療連携病院として、拠点病院である埼玉県立がんセンターと

連携し、小児がんのがんゲノム医療に取り組んでいます。病理検査室では、がん遺伝子パネ

ル検査に提出する検体の処理、標本作製を行っています。また、病理医は、がん遺伝子パネ

ル検査で検出された遺伝子異常の病原性の判定ならびに使用可能な分子標的薬について各

分野の専門家が集まって議論するエキスパートパネルに参加して、がんの病理診断について

解説しています。

これらの業務は、病理医と臨床検査技師との密接な連携により、肉眼所見の詳細な把握・解

析、一般的な染色による光学顕微鏡観察のみならず、電子顕微鏡による超微形態学的検索や、

免疫染色や蛍光抗体法、さらに、 を用いた遺伝子解析等を行うこと

によって成り立っています。画像診断をはじめ各種検査法が発達した今日でも、最終診断と

呼ばれている病理部門の業務の重要性はますます高まっており、各人がそれぞれの分野での

技術の向上および新しい検査方法の導入をめざし、より早く正確な診断結果を臨床医にフィ

ードバックできるよう努力していくつもりです。

（渡辺 紀子）
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臨床研究部

年 月に新設された臨床研究部（病院 階）は、同年 月に文部科学省の研究機関

（研究機関番号 ）として指定されました。 年は日本学術振興会科学研究費補助金

件（代表 件、分担７件）をはじめ、日本医療研究開発機構（ ）委託研究補助金

件（研究代表 件、分担研究 件）、厚生労働科学研究費補助金 件（分担 件）などの公

的研究費、民間財団等研究費助成金 件を合わせて 件、合計約 万円（間接経費を含

む）の外部研究費を取得し、活発な研究活動を行っております。実験動物委員会（委員長：

菅沼栄介）の承認のもと、動物実験は 件遂行しました。キムリア治療施設として臨床研究

室の 実験室はアフェレーシス産物の細胞調整にも使用されています。

また、がんゲノム医療連携病院としてがん遺伝子パネル検査（保健診療）に 件出検し、

埼玉県立がんセンターとのエキスパートパネル（専門家会議）に参加しました。ゲノム情報

管理室に所属する看護師（がんゲノム医療コーディネーター）が患者さんやご家族への説明、

同意の取得、検体提出、エキスパートパネルの開催、結果の説明までのすべてのプロセスを

ケアしています。白血病や神経芽腫、横紋筋肉腫などの小児がん検体だけでなく、難治性腸

炎、肝移植の際の摘出肝のバイオバンクとしても、貴重な症例の検体保存、出庫作業を行っ

ています。

認定施設としての検査項目は、 の 、小児がんの遺伝

子解析（ の ですが、小児がん研究グループ（ の

リンパ腫・神経芽腫の中央病理診断としても 解析や特殊な免疫染色を行っています。

（中澤 温子）

研究員（医師）

所 属 氏 名

臨床研究部 中澤 温子  
病院長 岡 明  
血液・腫瘍科 康 勝好 森 麻希子 

大嶋 宏一 福岡 講平 
遺伝科 大橋 博文  
腎臓科 藤永 周一郎  
感染免疫・アレルギー科 菅沼 栄介 佐藤 智 

上島 洋二  
外科 出家 亨一  
整形外科 町田 真理  

臨床検査技師

検査技術部／臨床研究部 急式 政志 本田 聡子

検査技術部／臨床研究部 海口 璃奈

臨床研究部
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ゲノム情報管理室

看護部 福地 麻貴子

臨床研究支援室

管理部 茂木 治 出口 亜美

管理部 吉岡 栄美子 鮎澤 美代子（兼）

２０２３年度 標本作製、検査実績

パラフィンブロック作成 87 個（薄切枚数 7323 枚）

免疫組織化学染色 1518 枚

遺伝子解析（ＦＩＳＨ） 100 件（190 枚）

２０２３年度 検体保存、出庫実績

【細胞】保存、出庫数

 

 
 

【組織】保存、出庫数

保存数 出庫数

月次 累積 月次 累積

4月 31 31 0 0

5月 23 54 1 1

6月 29 83 0 1

7月 22 105 0 1

8月 41 146 0 1

9月 24 170 0 1

10月 23 193 0 1

11月 34 227 1 2

12月 24 251 0 2

1月 30 281 0 2

2月 35 316 0 2

3月 31 347 8 10

年間合計 347 - 10 -

保存数 出庫数

月次 累積 月次 累積

4月 1 1 0 0

5月 3 4 0 0

6月 0 4 0 0

7月 8 12 0 0

8月 0 12 2 2

9月 9 21 0 2

10月 1 22 3 5

11月 3 25 0 5

12月 2 27 0 5

1月 5 32 0 5

2月 5 37 7 12

3月 1 38 2 14

年間合計 38 - 14 -




